
事業名

事業主体

事業内容

(1)国営土地改良事業の受益者負担金

(2)独立行政法人水資源機構事業の受益者負担金

(3)国立研究開発法人森林総合研究所事業の受益者負担金

(4)土地改良法に基づき国の補助を受ける事業として実施された土地改良事業の受益者負担金

(5)その他土地改良事業に要する経費に充てるための借入に係る償還金

　(1)農林水産業施設災害復旧事業費国庫補助の暫定措置に関する法律（昭和25年法律第169号）

　　　①農地災害復旧事業

　　　②農業用施設災害復旧事業

　(2)土地改良法第88条

　　　③直轄・代行災害復旧事業

　(3)海岸法（昭和31年法律第101号）第５条又は第６条

　　　④海岸保全施設災害復旧事業

　　　⑥地すべり防止施設災害復旧事業

　(5)独立行政法人水資源機構法（平成14年法律第182号）第１２条第１項第３号

　　　⑦直轄地すべり防止施設災害復旧事業

　　　特定中山間保全施設整備事業及び農用地総合整備事業についての災害復旧事業

対象となる
負担金

　　　かんがいの用に供する水資源開発施設及び愛知豊川用水施設についての災害復旧事業

　(6)独立行政法人緑資源機構法を廃止する法律（平成20年法律第8号）による廃止前の独立行政法人

　　緑資源機構法（平成14年法律第130号）第１１条第１項第９号（土地改良施設に限る)及び森林

　　開発公団法の一部を改正する法律（平成11年法律第70号）附則第８条の規定による廃止前の農

　　用地整備公団法（昭和49年法律第43号）第１９条第１項第６号

災害被災地域土地改良負担金償還助成事業

全国土地改良事業団体連合会

　一定規模以上被災した農地あるいは土地改良施設等が以下の災害復旧事業の摘要をうけた
場合は、その受益地に係る営農再開までの土地改良事業等の負担金の償還利子相当分（ただ
し、被災年度から３年度分の額を上限とする。）を土地改良区等に助成する。

採択要件

　被災した農用地又は土地改良施設等の復旧が次のいずれかの適用を受けていること。
なお、災害関連事業は対象とならない。

■対象となる災害復旧事業：

　　　⑤直轄海岸保全施設災害復旧事業

　(4)地すべり等防止法（昭和33年法律第30号）第７条又は第１０条

利子助成
認定期間：
Ｈ１９年度からＲ１１年度まで

事業実施期間：

Ｈ１９年度からＲ１３年度まで

 ３


